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果を発揮した．この事例は，経済成長と衡平な社会
の実現の双方を達成した世界的にも極めて稀な事例
として，グローバル・ヘルスの歴史において，刻印
されるべきものである．さらに，そこにおける単な
る成功物語のみならず，苦労や教訓の経験を含め，
UHCに挑戦する途上国を含む国際社会に対して，日
本が提供すべき貴重な経験知である．
2015年のエボラ出血熱の西アフリカにおける危
機は，現代社会のグローバル・ガバナンスの欠陥を
浮き彫りにすることを通じ，国際社会に貴重な教訓
を与えてくれた．周知のとおり，この感染症は，最
も貧しく脆弱な西アフリカの 3か国（ギニア，リベ
リア，およびシェラレオネ）において，そのガバナ
ンスの弱点をつくようにして，蔓延し，2万人を超え
る感染者，そして，8,000人近い犠牲者を出した．当
該 3国の国内経済が大きな打撃を受けたのみなら
ず，国境を越えた人や物流，地域経済に少なからぬ
影響を与え，グローバルな危機管理体制の脆弱さが
明るみにされることを通じて，世界を震撼させた．
グローバル・ヘルスの取り組みとは，持続可能な
社会の創造を目指すグローバル・ガバナンスの取り
組みの不可欠な一部分として捉えるべきものであ
る．しかも，グローバル・ガバナンスは，単なる主
権国家間の外交や国際協調のみに関することではな
く，地域，国，コミュニティそれぞれの階層におけ
るガバナンスと相互の階層間の連携を前提とする．
グローバル化が不可逆的に進展する今日の世界にお
いて，各国・地域が自分の「庭先」だけを掃き清め
ておけば済む，ということではない．それぞれのア
クターが，世界中を見渡して，最も脆弱な国々，最
も困難な状況にある人々にまで光を当てた取り組み
が不可欠である．これらの努力と成果なしに，グロー
バル・ヘルスの取り組みは有効とはなり得ない．こ
れらの教訓を踏まえ，2017年 7月のハンブルクにお
ける G20サミットは，2016年 5月の伊勢志摩におけ
る G7サミットに引き続き，保健システムを世界的
に強化するための協調行動を推進し，UHC達成が世
界共通の重要目標のひとつであることを確認した．
日本が果たすべき役割
今世紀に入って以来，保健分野の国際協力に関す
る世界の資金は急増した．特にゲイツ財団等の市民
社会アクターの役割が格段に大きくなった．さらに，
世界銀行，アジア開発銀行など，これまでどちらか
と言えば，経済インフラに経営資源の多くを投入し
てきた国際機関が，その資源配分を一部見直し，保
健を含む社会開発分野でのコミットメントを強めて
きている．他方で，近年，世界の公的開発資金は全
体として伸び悩み，トランプ政権下，旧来この分野
で大きな貢献をしていた米国は，関係予算の大幅
カットが不可避であるとしている．
このような中で，日本は，2015年の国連総会
（SDGsの成立），UHCフォーラム，2016年の G7
伊勢志摩サミット，第 6回アフリカ開発会議（TI-
CAD VI）など， 累次の主要国際政治日程において，
グローバル・ヘルスに関するリーダーとして能動的
な役割を果たしてきた．世界保健機構や世界銀行そ
の他の間に立って建設的な調整者としての役割も果
たしてきた．この点が，日本国内でさえ，あまり知
られていないことは残念ではあるが，日本は，これ
からも，牽引役としての能動的な役割を果たすこと
が国際社会の主要なアクターからも期待されてい
る．たとえば，UHCの進捗管理に関するハイレベル
の国際会合は，日本において定期的に開催すること
が望ましいというコメントが関係国際機関のトップ
などから累次表明されている．幸いなことに，今，
日本国内では，いわゆる保健分野の関係者のみなら
ず，総理や財務当局がこのイシューに対する高い関
心とコミットメントを維持している．今後，さらに，
メディアの理解と協力を得て，保健医療関係者以外
にも周知を図り，日本の国策としてのグローバル・
ヘルスへの貢献をこれまで以上に拡充していくこと
が期待される．その際，単に，保健分野の国際貢献
ということに留まらず，国際社会の平和と安定に資
する日本の積極的平和主義の具体的な表れとして，
さまざまな貢献が「文脈化」されることが望ましい．
このような日本のハイプロファイルな国際貢献を
実態的に支えているのが，日本自体の開発経験と，
日本の途上国に対する国際協力の経験である．これ
らの二つが，机上の空論でない現実的な視座を日本
の貢献に与えており，それが日本の存在感の根拠と
なっている．特に，日本の保健医療分野を担う諸氏
におかれては，各位の経験知を最大限に生かし，日
本のみならず世界の人々の健康のために役立て，世
界の平和と安定に寄与し，ひいては，その真伨な努
力から日本が国際社会の信頼を得ていく，という壮
大なプロセスに，一人でも多くの方々が参画される
ことを強く望む次第である．
